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１．研究開発プロジェクト１．研究開発プロジェクト１．研究開発プロジェクト１．研究開発プロジェクト    

  プロジェクト名称「国際特許出願・審査過程と関連した審査品質ベンチマークの開発」 

   英語表記 Development of Benchmarks of the Quality of Prior Art Search in International 

Patent Prosecution Processes                               

  研究代表者：和田哲夫（学習院大学経済学部経営学科 教授） 

  研究開発期間：平成26年10月 ～ 平成29年9月（36ヵ月間） 

  参 画 機 関：学習院大学、東京理科大学、一橋大学、筑波大学                       

２．研究開発実施の要約２．研究開発実施の要約２．研究開発実施の要約２．研究開発実施の要約    

２‐２‐２‐２‐１１１１．．．．研究開発目標研究開発目標研究開発目標研究開発目標    

 国際的なビジネスを行うためには各国での特許の保護が必須であるが、特許審査の品質

は特許庁間でばらつきが存在し、品質が低い特許庁では先行技術の発見漏れにより無効な

特許権が成立し、訴訟の乱立を招来する。本プロジェクトは、特許審査の品質評価手法を、

各国の審査の結果を集積したデータの解析等により見出そうとするものである。 

 具体的には、特許協力条約（ＰＣＴ）に基づく国際出願において、国際調査機関（ＩＳ

Ａ）により早期に作成される国際調査報告（ＩＳＲ）によって示された文献が、その後の

各国の国内審査手続で使用された文献に比べてどの程度の完全性を持っていたかを、ＩＳ

Ｒを作成したＩＳＡごとに比較する。さらに審査の時期と先行技術文献の所在や入手可能

性等の観点を加えた統計的な評価等を通じて、精密かつ包括的なベンチマークを作成する。

大量データに基づく指標作成にとどまらず、国際比較に基づいた特許制度考察も行い、最

終成果に反映させる。 

２‐２．実施項目２‐２．実施項目２‐２．実施項目２‐２．実施項目    

 (i)国際的な特許制度をよりよく理解するための「制度理解」、(ii)審査品質測定の「アルゴ

リズム（計量分析モデル）開発」、(iii)各国で査定や補正、分割など様々な過程を経る出願・

審査プロセスの細部を把握し、データベースにどのように反映されるか定性的・定量的に

正確に掌握する「個別案件評価」、(iv)大量の国際的な特許データを手入力や近似手段の可

能性も含めて整備・処理・分析する「大量データ処理」、という４つの内容に基づいて、

以下の実施項目として具体化した。 

①米国特許引用データベース改善（研究内容として(i)(iii)及び(iv)に対応） 

 日欧と制度・運用が異なる米国特許データベースの補完作業を行い、拒絶理由として使

われた文献の統計的比較が可能となるよう改善をはかった。 

②日本及び欧州特許データベース改善（研究内容として(i)(iii)及び(iv)に対応） 

 引用タイミング情報が欠落している欧州データベースの改善策を検討するため、欧州デ

ータ管理当局者と協議し、日本のデータとの結合方法を検討した。 
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③審査品質測定モデルの開発及び実施(研究内容として(i)及び(ii)に対応) 

 ＩＳＲによって示された文献が、その後の各国の国内審査手続で使用された文献に先行

して採用されていた確率を左右する要因を統計分析し論文発表した。 

④無効審判・異議申立・再審査の関係調査(研究内容として(i)及び(iii)に対応) 

 日本で無効審判により無効となった案件の欧州での異議申立、米国の再審査の状況や、

その引用文献の詳細について事例研究を行うためのデータ整備に着手した。 

⑤ISRが出願人行動に与える影響（研究内容として(ii)及び(iv)に対応） 

 ＩＳＲが国内移行にもたらす影響を計量分析するための作業に着手した。 

⑥欧州の多層的な国際特許制度に関する基礎的検討(研究内容として(i)に対応) 

 欧州統一特許裁判所など、欧州特有の重層的な特許制度の法的検討を行った。 

２‐３．主な結果２‐３．主な結果２‐３．主な結果２‐３．主な結果    

①米国特許引用データベース改善 

 画像ＰＤＦでしか得られない情報から米国特許データベースの大規模な補完を行うため、

サンプルデータの人力入力を行い、また機械処理アルゴリズムを日米共同で開発した。 

②日本及び欧州特許データベース改善 

 欧州データベースの改善状況と改善計画につき、欧州データ管理当局者から情報を得た。 

③審査品質測定モデルの開発及び実施 

 海外で論文発表し、査読付き海外学術誌に掲載された。 

④無効審判・異議申立・再審査の関係調査 

 日本で無効審判により無効となった案件の欧州での異議申立、米国の再審査状況や、そ

の引用文献の詳細について事例研究を行うためのデータが国際ファミリ20件について先行

整備できた。 

⑤ISRが出願人行動に与える影響 

 ＩＳＲが国内移行にもたらす影響につき初期的な計量分析結果を得た。 

⑥欧州の多層的な国際特許制度に関する基礎的検討 

 欧州統一特許裁判所やドイツ法のダブルトラックシステムなど、欧州特有の重層的な特

許制度において、審査の質が及ぼす影響に関し新たな知見及び予想が得られた。 

３．研究開発実施の具体的内容３．研究開発実施の具体的内容３．研究開発実施の具体的内容３．研究開発実施の具体的内容    

３‐１．研究開発目標３‐１．研究開発目標３‐１．研究開発目標３‐１．研究開発目標    

 

研究開発集約的な産業において国際的なビジネスを行うためには、各国での特許の保護

が必須であるが、特許審査の品質は特許庁間でばらつきが存在し、品質が低い特許庁では

先行技術の発見漏れにより無効な特許権が成立し、訴訟の乱立を招来する。本プロジェク

トは、特許審査の品質評価手法を、各国の審査の結果を集積したデータの解析等により見

出そうとするものである。 

 具体的には、特許協力条約（ＰＣＴ）に基づく国際出願において、国際調査機関（ＩＳ

Ａ）により早期に作成される国際調査報告（ＩＳＲ）によって示された文献が、その後の

各国の国内審査手続で使用された文献に比べてどの程度の完全性を持っていたかを、ＩＳ
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Ｒを作成したＩＳＡごとに比較する。さらに審査の時期と先行技術文献の所在や入手可能

性等の観点、特許審査における拒絶理由としての利用有無の観点、また事後的な審判や訴

訟危険を加えた統計的な評価等を通じて、精密かつ多角的なベンチマークを作成する。日

米欧の各特許庁がＩＳＡとなっているＰＣＴ出願を主な考察対象とするが、特許審査ハイ

ウェイ（ＰＰＨ）制度における審査品質など、非ＰＣＴ国際出願についても、国内審査情

報のデータ入手制約などの問題点を確認し、可能な範囲でベンチマーク対象の拡大を検討

する。大量データに基づく指標作成にとどまらず、国際比較に基づいた特許制度考察も行

い、最終成果に反映させる。なお、出願人は不均一な特許審査品質等に基づき戦略的な出

願選択行動を行っている可能性があるので、このような出願人の自己選択メカニズムの計

量的な解明も副目標とする。 

  

３‐２．実施方法・内容３‐２．実施方法・内容３‐２．実施方法・内容３‐２．実施方法・内容    

（１）実施項目の概要 

 日米欧の主要三極で基本的な特許制度は共通であるが、制度の細部では異なり、また同

じ制度概念に対して運用実態も異なる場合があるほか、データベース記録にも定義の違い

やデータ欠損が存在する、という複合的な困難が存在する。今まで特許審査品質の評価に

関して海外をみても大規模かつ国際的な定量的比較が一切存在しないのは、これら障害に

起因する。特許審査品質を定量的に国際比較しようとする本プロジェクトは、この複合的

な問題に対処しなければならないが、そのため取り組むべき研究実施項目・内容を本プロ

ジェクトでは当初から次の４つに整理し、それぞれの進歩を企図している。すなわち(i)国際

的な特許制度をよりよく理解するための「制度理解」、(ii)審査品質測定の「アルゴリズム

（計量分析モデル）開発」、(iii)各国で査定や補正、分割など様々な過程を経る出願・審査

プロセスの細部を把握し、データベースにどのように反映されるか定性的・定量的に正確

に掌握する「個別案件評価」、(iv)大量の国際的な特許データを手入力や近似手段の可能性

も含めて整備・処理・分析する「大量データ処理」、という４つの内容である。それぞれ

について、互いに関連させつつ研究推進し、同時にそれらサブテーマそれぞれの中で将来

活用可能な成果をプロジェクト終了後に残せるよう準備することをこの年度内も実施目標

とした。 

 具体的には、以下のように①米国特許引用データベース改善（研究内容として(i)(iii)及び

(iv)）、②日本及び欧州特許データベース改善（研究内容として(i)(iii)及び(iv)）、③審査品

質測定モデルの開発及び実施(研究内容として(i)及び(ii))、④無効審判・異議申立・再審査の

関係調査(研究内容として(i)及び(iii))、⑤ISRが出願人行動に与える影響（研究内容として(ii)

及び(iv)）、⑥欧州の多層的な国際特許制度に関する基礎的検討(研究内容として(i))、とい

う実施項目構成とした。これら実施項目の中で、米国の日欧に対する制度・運用状況・組

織体制の違いが顕著であり、もっとも大きな障害となることが予想されたことから、平成

２７年度では、①の米国の特許制度の理解及びデータベース改善に対して大半の研究資金

投入を行った。 
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（２）個別実施項目 

 

① 米国特許引用データベース改善 

 日本の専門家による手入力と、米国の情報処理技術者との共同プロジェクトの二段階の

作業により、米国特許データベースにおいて（日欧データベースに比して）不足している

情報補完対策を進めた。具体的には、まず一般社団法人・日本国際知的財産保護協会(AIPPI 

Japan)に委託し、米国特許商標庁(USPTO)の個別出願の審査過程データベース（Public 

PAIR：Patent Application Information Retrieval)から拒絶理由文書を画像情報形式として

得て、手作業のデータ解析・入力により約千件の米国出願につき拒絶理由を構成する引用

特許データ補完を行った。さらに、この結果と、カリフォルニア大学バークレー校の言語

処理研究者Guan-Chen Li博士による機械画像処理・引用特許番号抽出処理結果とを対照し、

大規模データに適用するためのアルゴリズム開発を委託しつつ共同で行った。この過程で、

多数の出願と、それに伴う拒絶理由通知書(Public PAIR上のCTNF/CTFR文献)を読み込み、

使われている言語パターン等が及ぼす機械処理精度への影響につき、アルゴリズム改良を

繰り返し試行しつつ確かめた。 

 これら国際共同研究のため、ジョージア工科大学Stuart Graham教授やカリフォルニア

大学バークレー校のLee Fleming教授の直接間接の協力も得た。その米国での処理アルゴリ

ズムの趣旨のすりあわせに先立って、筑波大学グループの津田和彦教授が日本国内での処

理可能性の検討に参画し、結果として米国での詳細な検討へのスムーズな導入が可能とな

った。 

 

② 日本及び欧州特許データベース改善 

 欧州特許情報については、欧州特許機構（EPO）PATSTAT、PATSTAT Legal Status

やEuropean Patent Register等のデータベースが比較的充実しているが、個別の審査官引

用が審査経過上で付加された日付情報は、これらデータベースからは得られないことが年

度当初までに判明していた。これらのデータベースの元になっているEPOのDOCDBデータ

ベースの構造を解読し、必要な情報を復元する方法など、データベース上の課題解決法に

ついて、ウィーンにあるEPOのデータベース開発・管理担当チームと連絡をとり、特許デ

ータ分析に関するカンファレンス発表の際の直接訪問をはさんで連絡協力した。 

 日本の特許引用データについては、前年度に購入した引用付加タイミング情報を含む審

査官引用データベースを解読し、欧米データとの接続可能性について検討した。 

 

③ 審査品質測定モデルの開発及び実施 

 三極内の各国の国内審査手続で使用された個別文献が、ＩＳＲによって先行して示し得

た確率の決定要因を分析し、論文としてまとめ学会発表、学会誌投稿を行った。この分析

において、出願人の戦略的な出願選択行動を計量分析上で加味した。さらに三極内の各国

の国内審査手続で使用された個別文献のうち、拒絶理由として使用された文献（X/Y引用相

当の文献）に限って同様の分析を試みた結果は、別の２つの国際学会発表を行った。 

 

④ 無効審判（日本）・異議申立（欧州）・再審査（米国）の関係調査 

 AIPPIへの委託により、ＰＣＴ出願のうち日米欧で国内移行した案件であって、日本にお

いて特許成立後に無効となった案件から、欧州で異議申立がなされた案件又は米国で再審
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査となった案件20件を抽出し、ＩＳＲや各国の審査段階で提示された文献・特許成立後に

提示された文献の存在や提示タイミングにつきデータ収集した。(iii)の個別ケースの細部に

わたる審査情報の検討について着手したものである。 

 

⑤ ISRが出願人行動に与える影響 

 日本の特許庁が作成したISRの品質の変化が出願人の事後的費用に与える影響について

の研究の基礎として、日本の特許庁が作成したISRの先行技術文献に関する表示内容を踏ま

えた出願人の外国における国内段階への移行率について分析を行った。プロジェクト開始

当初の計画では明示していなかったが、品質測定モデルの構築にも有益な知見をもたらす

ことから、ＩＳＲの品質を向上する政策変更が出願人にもたらす効果を計量分析すること

の可能性及び意義を一橋大学グループで見いだし、平成２７年度中頃より着手したもので

ある。 

 

⑥ 欧州の多層的な国際特許制度に関する基礎的検討 

 欧州特許庁（EPO）域内の多層的な国際特許制度における審査の分業・集中体制につい

て、独・マックスプランク研究所の所属研究者との研究交流などを通じ制度面の情報収集

と法的見地からの検討を行った。また、侵害訴訟からみた審査の品質管理の必要性につい

て、欧州統一特許裁判所やドイツ法のダブルトラックシステムとの関係で基礎的な検討を

進めた。平成２６年度の当初計画には筑波大学グループは参加していなかったが、EPO域

内制度やEPOによる特許協力条約上の制度・運用について知見・経験を豊富に持つ潮海教

授が、本プロジェクトの目的とする審査の質の評価方法に必要なEPO関連制度の整理や影

響評価等を詳細に行うため、平成２７年８月に新たに参加したことにより、この研究実施

項目が追加されたものである。 
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〈研究開発実施項目〉 

３‐３．研究開発結果・成果３‐３．研究開発結果・成果３‐３．研究開発結果・成果３‐３．研究開発結果・成果    

（１）実施項目ごとの成果 

① 米国特許引用データベース改善 

 PATSTATデータベースの米国部分には拒絶査定による放棄からの引用データが欠落し

ていること、日本および欧州で行われる審査官引用カテゴリ情報（X/Y引用文献情報）が得

られないこと、ISR由来の引用が発明者引用として入力されていること、などの諸欠陥があ

ることが年度当初までに判明していた。このデータベース欠陥が日米欧の三極比較にとっ
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て最大の問題であると予想されたため、前述のとおりAIPPI Japanに委託し、USPTOの個

別出願の審査過程データベース（Public PAIR)から拒絶理由文書を画像情報形式として得

て、手作業のデータ解析・入力により約千件の米国出願につき拒絶理由を構成する引用特

許データ補完をまず行った。さらに、この結果と、カリフォルニア大学バークレー校の言

語処理研究者Guan-Chen Li博士による機械画像処理・引用特許番号抽出処理結果とを対照

し、大規模データに適用するためのアルゴリズム開発を委託しつつ共同で行った。年度内

にアルゴリズム開発をほぼ完了し、約80万件に及ぶ三極ＰＣＴ出願の米国分全体データに

対する当該アルゴリズム適用について、Li博士から翌年度当初から納入開始を求められるよ

う準備ができた。 

 

 
 

〈図３－３－１ 米国データ改善作業の流れ〉 
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〈図３－３－２ 米国での特許審査結果・引用の例〉 

（米国出願番号 10/816,626が特許権となった特許公報フロントページ。引用リストが記載されているが、

どの引用が拒絶理由を構成したか、判別できない。赤字で囲んだ被引用２件の特許は、次の図の資料で拒

絶理由を構成していることがわかる。） 
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〈図３－３－３ 米国での拒絶理由通知における特許引用の例〉 

（上記の米国出願番号 10/816,626の請求番号１が審査過程において拒絶を受けた拒絶理由通知書の一部

を示す。具体的にどの特許が引用され拒絶理由となっているか明記されているが、本文書は画像ＰＤＦと

してのみ入手可能な形である。これを文字認識し、関連する特許番号のみを抜粋することは、国際特許を

専門とする弁理士でも一人一日に数件が限度であった。この機械処理のための基礎技術を、カリフォルニ

ア大学バークレー校のLee Fleming研究室に属するGuan-Cheng Li博士が持っており、継続開発の意思を持

っていたことから協力を得ることができた。） 

 

② 日本及び欧州特許データベース改善 

 前述のとおり、欧州特許情報については、欧州特許機構（EPO）によるデータベースが

比較的充実しているが、個別の審査官引用が審査経過上で付加された日付情報は得られな

いことが年度当初までに判明していた。これらデータベースの元となるDOCDBと呼ばれる

基幹データベースシステムのマニュアルを解読したところ、個別の拒絶通知情報を順次い

ったん収容していることがわかった。ここから、過去の週次アップデータを入手し情報復

元することを計画し、ウィーンのEPOデータベースシステム責任者Davide Lingua氏と対

面相談した。 

 Lingua氏との協議の結果、EPO部内でも個々の拒絶理由通知日付と審査官引用情報の紐

付けは復元不可能な形式でしか保存されていないことが判明した。ここから、特許審査に

関する時系列情報を三極とも正確に分析に反映する上で障害となる危険がわかった。ただ

し、2015年5月以降のDOCDBデータベースの引用は”rich citation data”と呼ばれる引用タ

イミング情報が含まれた形式となっており、当該形式では、欧州特有に重要な欧州サーチ
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レポートの作成時点と審査官引用タイミングが原則として区別できることもわかった。

2015年４月以前のデータに関しては、現在もＥＰＯはアップデート作業を続行しており、

Lingua氏からＥＰＯ部内のデータベース開発状況について継続的に情報提供を受けられる

運びとなった。日本の特許引用データにおける特許引用タイミング情報は、平成26年度に

すでにデータベース整備に着手しているが、欧米データと接続可能な範囲で分析のための

追加処理を行うことができるので、日米欧の横断分析が可能な範囲を順次絞り込むことが

できていることになる。 

 この他、PATSTATユーザ会合では、日本のPCT関連情報の一部がPATSTATから欠落し

ていることについて報告し、この改善の必要性についてもＥＰＯからの理解を得られた。 

 

③ 審査品質測定モデルの開発及び実施 

 三極内の各国の国内審査手続で使用された個別文献が、ＩＳＲによって先行して示し得

た確率の決定要因を分析し、計量書誌学・科学計量学の国際学会であるISSI(International 

Society for Scientometrics and Informetrics)イスタンブール大会で発表した。これは、平

成２６年度に集計レベルのISR発見率としていったんまとめた研究を、個別特許ファミリレ

ベルで分析し直したものである。この後、同学会の学術誌Scientometricsに論文投稿され、

査読を経て掲載承認された（インターネット上でオンライン公開が先行している。

http://link.springer.com/article/10.1007/s11192-016-1858-9）1。本論文では、特許庁が各

ＩＳＲ段階で直面するサーチの困難性に影響する要素を分析している。 

 より詳細には、日米欧の三極すべてが国内移行先となったＰＣＴ出願に対して、日米欧

の国内審査官引用先の和集合の一つ一つ（を国際特許ファミリで特定したもの）が、ISR引

用に含まれていたか、という変数を被説明変数にとって決定要因を探った。日米欧ともに

自国文献は国内審査を待たずＩＳＲ段階において捕捉されやすいこと、複雑な発明に関し

てはＩＳＲで捕捉される確率が下がる傾向があること、など、が計量的に裏付けられた。

また技術分野別にみると、バイオテクノロジーに代表される分離的（discrete）な技術分野

において、ＩＳＲからの提示確率が高くなることもわかった。 

 この政策的な意味合いとして、次のようなものが考えられる。近年、複数の特許庁が審

査において協力する試みが進んでおり、審査ハイウェイがその代表的なものとして挙げら

れる。早期に単独の庁が世界中の先行文献を探索しやすい場合ならば、複数の庁が重複し

て審査しても、サーチ完全性に向上余地はないから、先の審査結果を後の審査でそのまま

利用することに合理性がある。理想的なケースでは、ＩＳＲで各国のサーチを代替できる

かもしれない。しかし、複数の庁がそれぞれ独自にサーチの優位性を持っている場合は、

同一出願内容について「重複して」サーチを行うことで完全性が向上する余地が大きくな

る。いいかえると、複数の庁が同一出願内容についてサーチを行っても、探索範囲が実質

的には異なっていれば、先行して行われた他国の審査結果に頼りすぎることは危険である。

各国にまたがった出願に対して各地域で（サーチ結果の相互利用は行うにしても）並行的・

相互独立的なサーチを行う利益があると推論できる。本研究では、技術分野によってもサ

ーチの「重複の度合い」が異なることが示されているので、各国間の審査協力体制を設計

する上で技術分野も考慮すべき、という示唆が得られる。 

                                                   
1 Tetsuo Wada (2016), Obstacles to prior art searching by the trilateral patent offices: empirical 

evidence from International Search Reports, Scientometrics, vol. 107, no. 2, pp 701-722.   
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 なお、本論文の分析では、出願人の戦略的な出願選択行動を行っている可能性を一部加

味した。とくに日本の出願人の中でも、累積出願数が多く、また発明の質が高いと考えら

れる場合については、ＥＰＯをＩＳＡとして選択する傾向があり、その傾向がＥＰＯのＩ

ＳＲ品質の表面的な高さとみえる効果を生んでいることが分析から示唆されている。 

 本論文では、拒絶理由として使われた審査官引用には限定しておらず、また引用タイミ

ングを加味できていないが、日米欧の三極に関するＰＣＴ出願のＩＳＲ完全性評価という

中核的な問題について当初から目標としていた成果を一旦得たといえる。 

 この論文を踏まえ、三極内の各国の国内審査手続で使用された個別文献のうち、拒絶理

由として使用された文献（X/Y引用相当の文献）に限って同様の分析を試みた結果は、

OECD/EPOによる特許情報会合（ウィーン）とAsia-Pacific Innovation Conference杭州大

会において発表した。AIPPI手入力による少数サンプルに基づく結果ではあるが、三極間で

は、X/Y文献に限定しなければ使用文献に重なりが大きいものの、X/Y文献に限定した場合

は重なりが相対的に小さいことがわかった。日米欧の三極で、同一の出願内容については、

同一の特許ファミリによって拒絶している、と想定していた品質測定モデルの前提を再検

討する必要が判明し、次年度の改善モデル構築へのステップとなった。 

 

④ 無効審判（日本）・異議申立（欧州）・再審査（米国）の関係調査 

 AIPPIへの委託により、ＰＣＴ出願のうち日米欧で国内移行した案件であって、日本にお

いて特許成立後に無効となった案件から、欧州で異議申立がなされた案件又は米国で再審

査となった案件20件を抽出し、ＩＳＲや各国の審査段階で提示された文献・特許成立後に

提示された文献の存在や提示タイミングにつきデータ収集した。これにより、審判等につ

ながった審査過程について詳細経過を個別に検証する手がかりが得られ、翌年度に続く作

業の基盤の整備となった。 

 

⑤ ISRが出願人行動に与える影響 

 日本の特許庁が作成したISRの品質の変化が出願人の事後的費用に与える影響について

の研究の基礎として、日本の特許庁が作成したISRの先行技術文献に関する表示内容を踏ま

えた出願人の外国における国内段階への移行率について分析を行った。 

 

⑥ 欧州の多層的な国際特許制度に関する基礎的検討 

 欧州特許庁（EPO）域内の多層的な国際特許制度における審査の分業・集中体制につい

て、制度面の情報収集と検討を行った。EPOでは欧州各国特許庁ではなく審査を集中して

おり、現在進行中の欧州統一特許についても審査を引き受けている。その中でも、PPHな

どの二国特許庁間協力の果たす役割が審査品質との関係で検討課題の一つであることが明

らかとなった。 

 また、侵害訴訟からみた審査の品質管理の必要性についても基礎的な検討を進めた。侵

害訴訟においては、無効判断、記載要件の判断、クレーム解釈（審査経過の考慮の有無な

ど）に限界があるため、審査段階で品質を管理する意義がある。一方、侵害訴訟と無効審

判・審査をリンクさせて、裁判所における判断規範を審査段階に及ぼすこと（およびその

逆）には弊害がある。そして、欧州では、欧州統一特許裁判所（特許の無効判断）と地方
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の裁判所での侵害訴訟の判断を分ける場合があり、とりわけドイツ法のダブルトラックシ

ステムに難点がみられるが、メリットもあることまでが明らかとなった。 

 

（２）関与者との協働に伴い明らかになった点 

 以上の研究にあたって、プロジェクト外部の専門家から委員会形式のアドバイスを得た

が、その中で研究の方向性に影響を与えたアドバイス例として次のようなものがある。 

・産業構造審議会知的財産分科会 審査品質管理小委員会は、平成２７年３月３１日改善提

言として「審査の質を評価するために用いることができ、適切な審査を妨げることのない

ような定量評価指標の調査・検討」するべきことを挙げている。同時に、米国の経験とし

て、審査の質について複合品質メトリクスという数値目標を出していたが、正確な評価が

難しいため廃止されたことも特許庁から情報提供された。審査品質にはさまざまな側面が

あり、過度に単純化し単一次元のみに還元した品質指標では、審査官行動をかえってゆが

める危険があることも指摘を受けた。 

・PATSTATのような研究者用のデータベースが広く分析に使われているが、情報は未だ完

全とはいえず、欠損や誤りが一部含まれている。このような問題を含め、データベースの

改善自体も政策資料の改善として重要な貢献である。 

・日本でも外国文献サーチは強化されてきているが、その効果を定量的には今まで測定で

きていない。また技術分野別の違いを明らかにすることにも価値がある。 

 

３‐４．会議等の活動３‐４．会議等の活動３‐４．会議等の活動３‐４．会議等の活動    

年月日 名称 場所 概要 

2015/4/1-2

015/5/15 

米国審査経過情報入力

検討会 

国際知的財産保護

協会（Google Apps

クラウド上） 

米国審査経過情報の入力方法の

詳細打合せ、入力マニュアル改

訂、原データ送付及び補足（和

田/淺見/岡田/AIPPI） 

2015/5/24 米国特許公開制度検討

会 

新潟大学（日本経済

学会） 

米国公開特許データの利用法検

討（和田/岡田） 

2015/6/29 ISSI 2015 ボガチッチ大学（イ

スタンブール） 

プロジェクトの学術成果と政策

実装の関連について東工大・調

先生から助言聴取、協力者の治

部氏による研究の情報収集（和

田） 

2015/7/16 欧州特許庁など特許法

制度の国際比較検討会 

筑波大学 欧州特許庁データに関する取得

方法の検討、法制度分析のため

のプロジェクト拡大の計画案検

討（和田/潮海） 

2015/8/1 筑波大学グループ新設

打合せ会 

筑波大学 筑波大学グループへの予算・契

約新規追加と国際協力計画に関

する打合せ(和田/潮海/余頃) 
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2015/8/7 特許品質管理に関する

情報交換会 

溜池山王 特許庁・菅野品質管理室長への

説明、産構審・品質管理小委員

会の流れに関する情報の収集

(和田) 

2015/8/24 審査官引用ＤＢ検討会 筑波大学 筑波大学・津田教授の新規参画

に伴うＤＢ整備方針検討（和田/

潮海/津田） 

2015/8/26 審査官引用ＤＢ検討会 筑波大学 三極審査官引用構想の実現に向

けた自然言語処理プロセスの検

討（和田/潮海/津田） 

2015/9/2, 

2015/9/4 

米国審査官引用取得ア

ルゴリズム検討会 

カリフォルニア大

学バークレー校 

米国特許審査包袋処理に関する

研究協力検討（和田

/Fleming/Li） 

2015/9/11 アドバイザ委員会 国際知的財産保護

協会 

米国審査経過情報の入力結果の

分析報告、RISTEXフィールド

アドバイザへの進捗報告（全プ

ロジェクトメンバー/AIPPI/特

許庁/知財研/RISTEX事務局） 

2015/9/25 RISTEX全体会議後 

打合せ 

クロス・ウェーブ府

中 

審査経過情報の法的意味に関す

る討議(和田/岡田/潮海) 

2015/10/9 IPSDM準備会合 RIETI 米国審査経過情報における非拒

絶理由文献の判別基準（和田/岡

田/淺見/長岡） 

2015/11/2-

2015/11/4 

IPSDM 2015 Austrian Trend 

Hotel Vienna 

米国審査経過情報パイロット

DB検討・拡大手段検討、欧州審

査経過情報DB化のための打ち

合わせ（和田/岡田/潮海/長岡

/Graham） 

2015/11/5 DOCDB検討会 EPO (欧州特許機

関) 

欧州審査経過情報DB化のため

のEPOへのDOCDB要望打ち合

わせ（和田/岡田） 

2015/11/20 APIC 2015 浙江大学 米国審査経過情報パイロット

DB結果に関する問題点検討（和

田/岡田） 

2015/12/3, 

2015/12/5 

米国審査経過情報入力

検討会 

カリフォルニア大

学バークレー校 

米国特許審査包袋処理に関する

中間処理結果検討（和田/Li） 

2016/1/5, 

2016/1/7, 

2016/1/8 

米国審査経過情報入力

検討会 

学習院大学経済学

部 

米国特許審査包袋処理に関する

中間処理結果検討（和田/Li） 
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2016/1/7 各グループ進捗検討会 学習院大学経済学

部 

プロジェクト内各グループの研

究進捗と新年度準備検討、三極

包袋文書処理可能性検討（和田/

淺見/岡田/潮海/Li） 

2016/1/29 無効審判事例データ検

討会 

国際知的財産保護

協会 

日本での審判結果が無効となっ

た(かつ欧または米で異議等を

受けた)国際出願の抽出方法等

の検討（淺見/AIPPI） 

2016/3/2,  

2016/3/4 

米国審査経過情報入力

検討会 

カリフォルニア大

学バークレー校 

米国特許審査包袋処理に関する

中間処理結果検討、大規模処理

プロセス検討（和田

/Li/Graham） 

2016/3/9 無効審判事例データ検

討会 

国際知的財産保護

協会 

日本での審判結果が無効となっ

た国際出願の抽出方法等の検討

（淺見/和田/AIPPI） 

2016/3/18 アドバイザ委員会 国際知的財産保護

協会 

年度内成果レビューと各グルー

プ翌年度計画検討（プロジェク

トメンバー/AIPPI/特許庁/知財

研/RISTEX事務局） 

４４４４．．．．研究開発成果の活用・展開に向けた状況研究開発成果の活用・展開に向けた状況研究開発成果の活用・展開に向けた状況研究開発成果の活用・展開に向けた状況    

 プロジェクト全体の進行に向けた専門家アドバイスを得る場として、一般社団法人日本

国際知的財産保護協会においてアドバイザ委員会を９月及び３月に開催した。同協会の国

際法制研究所長など国際特許の専門家のほか、特許庁の品質管理室長、一般財団法人知的

財産研究所の部長などから貴重な助言を得ている。 

 特許審査の品質評価手法を、各国の審査の結果を集積したデータの解析等により見出そ

うとする本プロジェクトの基本目標は、審査の質に関する定量評価指標の調査検討を求め

る関連審議会の提言とも趣旨が一致している。ただし、本プロジェクトのための専門家助

言として、根拠情報を過度に単純化し単一次元のみに還元した品質指標では、審査をかえ

ってゆがめる危険があることも政策担当者から指摘を受けている。また、本プロジェクト

では扱わない審査速度などの品質諸指標も特許庁内では採用されている。 

 このように、特許庁内部の労務管理現場で直接活用できるための品質指標というよりは、

事後的な審判や訴訟危険などとの関連、また個別事案のようなごくマイクロなデータの蓄

積に基づく国際比較の観点など、審査の質とは何かを整理し新たな政策評価視点を提案す

るような基礎的な成果が、政策当局ではない外部の研究者として求められている。このた

め、国際学術誌での発表など、学術成果を中心として国際的な成果発信を重ねることが貢

献の王道であり、その観点で着実に進行している。 

 このほか、正確な特許審査過程データベースを国際比較可能な形で構築・改善すること

には、政策担当者からも理解と要請があることがわかってきている。その意味で、米国の
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研究者と米国データベースの改善を図ることや、EPOのデータベース構築担当者とデータ

ベース改善の連絡調整を行うこと、個別事例に関して詳細な国際比較データ整備を行うこ

と自体も、開発成果の展開の一環ということができよう。年度内には、まだデータベース

そのものの公開には至っていないが、プロジェクト終了後のデータベース公開に向けてお

おむね順調に改善が進んでいるということができる。 

５５５５．．．．研究開発実施体制研究開発実施体制研究開発実施体制研究開発実施体制    

（１）研究統括・因果モデル開発検証グループ 

 ① リーダー：和田哲夫（学習院大学経済学部経営学科教授） 

 ② 実施項目： 

� 研究統括 

� 米・欧など大規模データベース構築 

� 因果分析設計・実施／審査品質測定モデルの開発及び実施 

（２）制度・運用検討グループ 

 ① リーダー：淺見節子（東京理科大学専門職大学院イノベーション研究科教授） 

 ② 実施項目： 

� 国際的な制度・運用に基づく審査品質分析手法の提案・助言・指導 

� 無効審判（日本）・異議申立（欧州）・再審査（米国）の関係調査 

（３）改良・検証サポートグループ 

 ① リーダー：岡田吉美（一橋大学大学院商学研究科イノベーション研究センター教授） 

 ② 実施項目： 

� 審査過程調査等に基づく分析手法の検証、改良の提案・検討 

� ISRが出願人行動に与える影響の分析 

（４）制度・運用検討グループ 

 ① リーダー：潮海久雄（筑波大学ビジネス科学研究科教授） 

 ② 実施項目： 

� 欧州の多層的な国際特許制度に関する基礎的検討 

� 大規模データベース構築への助力 
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６６６６．．．．研究開発実施者研究開発実施者研究開発実施者研究開発実施者    

研究グループ名：研究統括・因果モデル開発検証グループ 

氏名 フリガナ 所属 
役職 

（身分） 

担当する 

研究開発実施項目 

研究参加期間 

開始 終了 

年 月 年 月 

和田 哲夫 ワダ  

テツオ 

学習院大学 教授 研究統括、因果モデ

ル及びベンチマーク

アルゴリズム開発検

証 

26 10 29 9 

 

研究グループ名：制度・運用検討グループ 

氏名 フリガナ 所属 
役職 

（身分） 

担当する 

研究開発実施項目 

研究参加期間 

開始 終了 

年 月 年 月 

淺見 節子 アサミ 

セツコ 

東京理科大

学 

教授 国際的な制度・運用

に基づく分析手法の

提案・助言・指導 

26 10 29 9 

 

研究グループ名：改良・検証サポートグループ 

氏名 フリガナ 所属 
役職 

（身分） 

担当する 

研究開発実施項目 

研究参加期間 

開始 終了 

年 月 年 月 

岡田 吉美 オカダ 

ヨシミ 

一橋大学 教授 品質測定モデルの検

証・改良研究 

26 10 29 3 

 

研究グループ名：国際特許制度基礎検討グループ 

氏名 フリガナ 所属 
役職 

（身分） 

担当する 

研究開発実施項目 

研究参加期間 

開始 終了 

年 月 年 月 

潮海 久雄 シオミ 

ヒサオ 

筑波大学 教授 多層的な国際特許制

度・運用の基礎的検

討 

27 8 29 9 

津田 和彦 ツダ  

カズヒコ 

筑波大学 教授 国際特許制度に関す

るデータベース設計

処理への助言・参画 

27 8 29 9 
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（参考）研究開発の協力者・関与者 

氏名 フリガナ 所属 
役職 

（身分） 
協力内容 

川上 溢喜 カワカミ 

イツキ 

一般社団法人日本国

際知的財産保護協

会・国際法制研究所 

所長 海外の制度・運用に関す

る助言、協力データ分析

に関する助言、協力 

川俣 洋史 カワマタ 

ヒロシ 

一般財団法人知的財

産研究所 

研究第二

部長 

日本の整理標準化デー

タに関する助言、協力 

菅野 智子 スガノ 

トモコ 

特許庁審査第一部調

整課 

品質管理

室室長 

特許品質管理政策に関

する助言 

佐々木 通孝 ササキ 

ミチタカ 

リコー経済社会研究

所 

弁理士 知財制度に関する実証

研究への協力 

澁谷 浩司 シブヤ 

コウジ 

一般社団法人日本国

際知的財産保護協

会・国際法制研究所 

主任研究

員 

海外の制度・運用に関す

る助言、協力データ分析

に関する助言、協力 

治部 眞里 ジブ  

マリ 

OECD Economist 

Policy 

Analyst 

非特許文献の分析用デ

ータベース基盤に関す

る助言 

内藤 祐介 ナイトウ 

ユウスケ 

株式会社人工生命研

究所 

代表取締

役 

日本の整理標準化デー

タのデータベース処理

に関する協力 

長岡 貞男 ナガオカ 

サダオ 

東京経済大学 教授 特許実証研究に関する

助言 

余頃 祐介 ヨゴロ 

ユウスケ 

国立研究開発法人科

学技術振興機構 

主査 知財制度に関する実証

研究への協力 

Guan-Cheng 

Li 

リー、グア

ン チェ

ン 

カリフォルニア大学

バークレー校

/EXATA LLC 

情報シス

テムズア

ナリスト 

米国特許引用データ抽

出アルゴリズム開発協

力・実施 

Stuart 

Graham 

グラハム、

スチュア

ート 

Georgia Institute of 

Technology 

准教授 米国を中心とした計量

分析に関する協力、助言 

Alfons 

Palangkaraya 

パランカ

ラヤ、アル

フォンス 

Swinburne 

University of 

Technology, 

Australia 

准教授 国際的な特許制度の計

量比較研究に関する助

言、協力 
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７７７７．．．．関与者との協働、研究開発成果の発表・発信関与者との協働、研究開発成果の発表・発信関与者との協働、研究開発成果の発表・発信関与者との協働、研究開発成果の発表・発信、アウトリーチ活動など、アウトリーチ活動など、アウトリーチ活動など、アウトリーチ活動など    

７‐１７‐１７‐１７‐１．．．．主催したイベント主催したイベント主催したイベント主催したイベント等等等等    

７‐２７‐２７‐２７‐２．．．．その他のその他のその他のその他のアウトリーチ活動アウトリーチ活動アウトリーチ活動アウトリーチ活動    

（１）書籍、ＤＶＤなど発行物 

� なし 

（２）ウェブサイト構築 

� なし 

（３）招聘講演 

� なし 

（４）その他 

� なし 

７‐３７‐３７‐３７‐３．．．．新聞報道・投稿、受賞等新聞報道・投稿、受賞等新聞報道・投稿、受賞等新聞報道・投稿、受賞等    

（１）新聞報道等 

� なし 

（２）受賞 

� なし 

（３）その他 

� なし 

７‐７‐７‐７‐４．４．４．４．論文発表、口頭発表、特許論文発表、口頭発表、特許論文発表、口頭発表、特許論文発表、口頭発表、特許    

（１）論文発表：査読付き 

 ●国内誌（ １ 件） 

� Tetsuo Wada (2015), “Cognitive distances in prior art search by the triadic patent 

offices: Empirical evidence from international search reports, RIETI Discussion 

Paper, 15-E-096 Aug 2015.  

 ●国際誌（ １ 件） 

� Tetsuo Wada (2016), Obstacles to prior art searching by the trilateral patent 

offices: empirical evidence from International Search Reports, Scientometrics, vol. 

107, no. 2, pp 701-722.（http://link.springer.com/article/10.1007/s11192-016-1858-9） 

�  

（２）論文発表：査読なし 

 ●国内誌（ １ 件） 

� 和田哲夫（２０１５）「特許協力条約（ＰＣＴ）に関する計量分析の必要性と課題」



社会技術研究開発 
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『中山信弘先生古稀記念論文集』弘文堂。 

 ●国際誌（ ０ 件） 

 

７‐７‐７‐７‐５．５．５．５．学会学会学会学会発表発表発表発表    

（１）招待講演（国内会議 ０ 件、国際会議 ０ 件） 

�  

（２）口頭発表（国内会議 ０ 件、国際会議 ２ 件） 

� Tetsuo Wada (学習院大学), “"Cognitive distances in prior art search by the triadic 

patent offices: evidence from ISR," Proceedings from the 15th International 

Conference on Scientometrics and Informetrics, Istanbul, July 2015, 

� Tetsuo Wada (学習院大学), “Do examiners in the triadic patent offices rely on the 

same prior arts to reject? An empirical assessment on PCT applications,” 6th Asia 

Pacific Innovation Conference, Zhejiang University, Hangzhou, P. R. China, Nov. 

2015. 

（３）ポスター発表（国内会議 ０ 件、国際会議 １ 件） 

� Tetsuo Wada (学習院大学), “Cognitive distances in prior art search by the triadic 

patent offices: Empirical evidence from international search reports, International 

Patent Statistics for Decision Makers Conference, Vienna, Austria, Nov. 2015. 

�  


